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はじめに 
認知症の人は病識が欠如しやすく、自分の状況や

周りの人の気持ちをうまく理解できなくなることが
あり1）、そのため医療や介護に繋がらず、地域社会
から孤立し、生活が混乱してくることが稀ではない。
そうした方々を早期に把握し、医療・介護、生活支
援制度に結びつける作業（認知症支援施策）が必要
となる。この作業を行うために医師は診察室の外に
出て、時に患者宅の玄関先で「何しに来た、出てい
け」などと罵倒されながら、辛抱強く活動する必要
がある。本稿では筆者の理解する範囲で、札幌市で
の認知症支援施策の実際を報告し、皆様の参考に供
したい。 
 
1. 札幌市の認知症支援事業および札幌市医師会の活動 

札幌市（人口約 196 万人、高齢化率 24.9%）には
2010 年度から認知症支援事業推進委員会（以下推進
委員会）が置かれ、認知症施策の審議、推進に寄与
してきた。推進委員会委員は 12 名で、認知症の人の
家族（家族の会から推薦）、若年性認知症の人の家族

（家族の会から推薦）、介護支援専門員（ケアマネ連
協から推薦）、医師（医師会から推薦）、学識経験者

（札幌医科大学教授）、地域包括支援センター職員、
障害者地域相談機関職員などで構成されている。筆
者は医師会推薦の委員として互選で委員長を務めて
きた。 

認知症支援事業の主なものは、若年性認知症従事
者向け研修会、若年性認知症市民向け講演会・相談
会、男性介護者のつどい、若年性認知症受け入れ状
況調査、認知症カフェ事業、認知症初期集中支援チ
ーム事業の推進、『札幌市認知症ガイドブック（ケア
パス）』の作成・発行、『若年性認知症の人と家族へ
の支援の手引き』の改訂・発行などである 2）。 

札幌市医師会の認知症分野での活動は、札幌市か
ら委託されている「札幌市認知症地域医療支援事業

（運営業務）」が中心を占め、市および市民と共に歩
んできた。札幌市医師会は認知症分野の活動を発展
させるために「札幌市認知症医療推進協議会」を
2019 年 3 月に設立した。かかり易い認知症医療体制
の実現を目標に研修活動、政策活動、各診療科間の
連携推進などを課題としている。2020 年 4 月から「在
宅医療・介護・認知症サポートセンター」において
相談・連携推進の活動（専任相談員 2 名）をおこな
っている 3）。 
 
2. 支援事業、支援体制の現状 

札幌市および札幌市医師会両者によって行われ
てきた諸施策について述べる。 

（1）「公的な役割を担う認知症サポート医」の養成 4） 
「認知症サポート医」は厚生労働省によって 2005

年度に設置された公的医師制度である。2016 年度以
降診療報酬（認知症ケア加算Ⅰ、認知症サポート指
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導料など）と結びつき、「公的役割を担う認知症サポ
ート医」と「診療報酬上の資格を担う認知症サポー
ト医」が生まれている。札幌市医師会では関係者の
意見を集約し、理事会で「公費養成認知症サポート
医」を推薦し、公的役割を担う医師を確保する努力
をしている。 

（2）認知症初期集中支援チーム事業 5）への協力 
札幌市では認知症初期集中支援チームを 3 年間

（2015～2017）で全 10 区に設置した。本事業は受診
や支援を拒否する認知症の人を訪問・対応する事業
である。対象者の訪問時に玄関先で「関係ない、帰
れ！」などと罵倒されることもある。公的な役割を
自覚した認知症サポート医でなければリーダーシッ
プを発揮しにくい事業であり、（1）の方法で認知症
サポート医を養成している。チーム活動は関係者の
皆様の努力で順調にすすみ、コロナ禍の中でも事例
数は減ることなく行われている。 

またアウトリーチを含む社会的活動では外傷な
どの発生が無視できない。民生委員（約 24 万人）で
は 7 年間で骨折 1,320 件、打撲捻挫 1,270 件、犬に咬
まれる 137 件などが報告されている。札幌市認知症
初期集中支援推進事業では、学校医などの補償制度
を参考に認知症サポート医会議の討議を経て、独自
の補償制度が作成された。 

（3）認知症高齢者虐待への対応・救済 
高齢者虐待被害者の 78.6%に認知症症状が認めら

れ、虐待被害者は認知症高齢者が圧倒的に多い。虐
待行為が夜間、休日に発生・発覚した場合、救急病
院が関わることが多い。推進委員会などでは連絡を
取り合いながら、一定の対応を行ってきた。筆者は
勤務先病院で 6 例の認知症高齢者の虐待犠牲者への
入院・救済を行った。その経験を報告した。 

（4）若年性認知症の介護サービス受け入れ状況調査 
介護事業者を対象に若年性認知症の認知度、受け

入れ状況、当事業への要望などを調査した（2012 年
度実施）。若年性認知症の定義・特徴を知っている事
業所は 77.6%で、知らないと答えた事業所が 5.5%存
在した。受け入れ事業者数は年々増加（2007 年度 46
カ所→2011 年度 114 ヵ所）していたが受け入れ未経
験事業所が 72%（467/652）を占めていた。受け入れ
困難事業所は年々減少したが、職員研修の充実、介
護サービス内容の改善（施設・リハビリの充実など）
が指摘された。 

（5）若年性認知症の人への就労支援 
推進委員会設立以来、若年性認知症の人の就労支

援、雇用継続支援に力をいれてきた。2010 年頃には

就労（移行・継続）支援事業所への若年性認知症者
の雇用はほとんどなかったが、2021 年の調査では 30
カ所、8.4%で雇用経験ありと改善していた。しかも
2 年以上雇用継続が 4 割を占め、大きな前進が認め
られた。 

（6）その他 
若年性認知症事業者向け研修会、男性介護者の集

い（ケア友の会）、地域社会での不安解消の取り組み
（地域ケア会議の活用）、認知症カフェ事業、ケアパ
ス作成・発刊なども重要事業であり、別稿 6）を参照
いただければ幸いである。 
 
3. 課題と展望 

札幌市での認知症支援体制を考えるうえで課題
は数多く存在する。貧困者（生活困窮者）対策、社
会的孤立者対策の問題、一般医療機関と精神病院の
連携における改善問題、札幌市における認知症疾患
医療センター未指定の問題、車の運転辞退・免許返
納に対する取り組みの不十分さ（医療機関と公安委
員会・警察署などの連携の改善）、認知症者の運動が
できる場・居場所（共生空間など）の少なさ（閉じ
こもり、引きこもりの回避が難しい）の問題、ヤン
グケアラーの実態把握、支援の問題などである。札
幌市の推進委員会、認知症医療推進協議会を通して
取り組んでいきたいと考えている。 
 
おわりに 

Neurosurgeon として仕事をしていた筆者は、ある
時期から高齢者医療・認知症医療の分野に足を踏み
入れた。やや躊躇があったものの各方面から歓迎さ
れ、やがて医師会、自治体からいろいろな仕事を依
頼された。2010 年、札幌市認知症支援事業推進委員
会委員長に就任すると社会的な活動が仕事の柱とな
った。本稿ではその活動の一端を述べたが、すべて
筆者の個人的見解であり、市の公式見解ではないこ
とをお断りするものである。 
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